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我が国の「森林経営」が行われた 

森林における吸収量の推移 
我が国の排出削減目標 

我が国は、第１約束期間において、1990年排出量比６％の削減義務。そのうち、森林吸収は一般ルール
を超える特例的措置として、上限値1,300万t-C/年（=3.8%）を担い、その確保に向けて対策を実施。 

１．京都議定書第１約束期間（2008～2012年）における森林吸収源 

森林吸収源 

4,767万t-CO2 

(1,300万t-C) 

京都メカニズム 

国内排出量の削減 

基準年 

排出量 

1990年 2008～2012年 

12億6千百万 

t-CO2 

11億8千6百万 

t-CO2 

△0.6% 
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目標達成ライン 

実績 

基準年排出量比 ［％］ 

H19 H20 H21 H22 H23 H24 

第１約束期間 

  3.8％を確保するためには、H19～H24年度の6年間に330万ha 
の間伐が必要。 

  必要な間伐予算を措置してきた結果、確実に吸収量を計上中。 
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 森林吸収量の算定ルール 

参照レベル方式を採用。我が国については、参照レベル
を０とすることが盛り込まれた（＝現行のルールと同じ）。 

 

一連の合意の中で、概ね我が国の主張が受け入れられる結果 
 （我が国の持続可能な森林経営に向けた取組が評価） 

   ● 森林吸収量の算入上限値は、各国一律3.5％（1990年比）とされた 

 伐採木材製品（HWP） 

国内の
森林 

森林
から 

搬出 

伐採木材製品 

第一約束期間のルール 

 この時点で排出を計上 
約束期間 

吸収 

参照 

レベル 

排出 

約束期間 

参照 

レベル 

＝０ 
吸収 

我が国の場合 参照レベル方式 

今回決定したルール 

この時点で排出を計上 

● 2013年以降の隔年報告書の項目として吸収源が位置づけられた（日本も報告義務） 

   ● 森林吸収量の算定は、我が国の持続的な森林経営の努力を踏まえ、実質、現行の方式と同じく、 
対象とする森林が吸収した炭素量をすべてカウントできるルールが特例的に認められた 

● 伐採された国産の木材中の炭素については、木材製品が廃棄された時点で排出量を計上 
  （HWP：Harvested Wood Products＝伐採木材製品）（⇒木材利用のインセンティブ） 

焼却
埋立 

処分 
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２．COP17等の結果と成果（森林吸収源関係） 



① 即効性 

 ➢ 森林の整備・保全を推進すれば、その時点で
吸収量のカウント対象となり、即効性が高い。 

 

３．森林吸収源の特性 ① 

間伐 （＝カウント対象面積の拡大） 

① 継続性 

➢   高齢級化すると吸収能力が低下するが、森林
を更新することにより、吸収能力を回復させるこ
とが可能。 

更新 （＝吸収能力の回復） 

② 確実性 …… 森林の整備・保全をすれば、その吸収量がカウント対象となり、経済変動に影響されず、 

             確実かつ安定的に効果を発揮 

➢   また、成長の優れた
種苗の開発が進めら
れており、これを活用
することで、より大きな
吸収力を確保すること
が可能。 

＜間伐前＞ ＜間伐後＞ 

吸収量計上対象に 
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成長量が低下 

 ⇒ 吸収量も低下 

m³/ha 

樹木の年間成長量（スギ） 

10 20 30 40 50 60 （林齢） 

➢   森林は、木材利用と相まって、循環利用を進め
ることにより、継続的に吸収ポテンシャルを発揮
させることが可能。 
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森林整備により生産 

された木材の利用 

間伐等の森林の適切な整備・保全、 

路網の整備、木材利用の拡大 
CO２ 

CO２ 

CO２ 

CO２ CO２ 

CO２ 

CO２ CO２ 

○森林の多面的機能の発揮 
  ＝自然災害の防止・軽減（排出抑制） 
  ＝将来世代への良質なストック形成 
 

○森林・林業の再生 
  ＝地域の雇用創出、経済の活性化 
    （林業、木材加工、建設、運輸、機械 等） 

３．森林吸収源の特性② (付加価値～持続可能な環境負荷の少ない社会構築への貢献～) 

CO２ 

間伐等による適切な 

森林整備・保全 

持続可能な環境負荷 
の少ない低炭素社会へ 

○ 地球温暖化防止 

○ 国土の保全 

○ 水源のかん養 

○ 生物多様性の保全   等 

○ CO2のストック 

○ CO2排出の少ない資材の活用 

○ カーボンニュートラルな資材 

 による化石燃料の代替 

○ 雇用の創出 
 
○ 地域の振興 
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【我が国の全森林吸収量の推移】 吸収量 （百万t-C） 

•  我が国の森林は、高齢級化が進行しているが、再造林を進め、森林の若返りを図ることにより、森林の 
吸収能力を最大限活かすことが可能。 

•  また、成長の優れた種苗の開発が進められており、これを活用することで、より大きい吸収量を確保す 
ることが可能。 

•  再造林の効果や新しい種苗の生産には数年単位の時間が必要であるが、2020年から発効させること 
としている将来の枠組みに向けて重要な課題。 

４．森林吸収源の課題①（高齢級化による吸収量の低下） 

我が国の森林の高齢級化と吸収量の低下 

吸収量の算定方法 
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【我が国の人工林の齢級構成】 

2007 2009 2005 2000 1995 1990 
10 20 30 40 50 60 70 80 90 10 20 30 40 50 60 70 80 90 0 

ピークは9齢級 
（41～45年生）へ 

5齢級以下の若い森林 
（1～25年生）の面積は 

2.2百万ha→1.4百万haへ 
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吸収量(t-C/年)＝成長量(m3/年) × 容積密度(t/m3)× 係   数 × 炭素含有率（t-C/t） 

高齢級化によって単位面積当りの平均成長量が低下 

※毎年算定値を条約事務局に報告し、その審査を受けているところ 
0
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m³/ha 樹木の年間成長量（スギ） 

10 20 30 40 50 60 （林齢） 

成長量が低下 

⇒吸収量も低下 

枝、葉、根を含んだ
全体の重量へ換算 

樹体構成物質の 



 持続的な森林経営 

４．森林吸収源の課題②（持続的な森林経営の必要性） 

• 森林を維持していくためには、林業の採算性が悪化する中、約50年という長期に渡るサイクルで
適時適切に施業を持続的に実施していくことが不可欠。 

• このため、持続的な森林経営の確立に向けた取組を推進していくことが必要。 

 ＝森林・林業の再生 

植 栽 下 刈 間 伐 主 伐 

雑草等の除去 密度管理 木材生産 

 止めれば、下層植生 

の消滅により土壌流出、 

ひ弱な根系で山腹崩壊 

が抑止できない 

更新することによる森林の 

若返り ＝ 吸収能力の増 

環境負荷の少ない 
低炭素社会の構築 

止めれば、 

植栽木が被圧 

され消滅 

再投資 

森林・林業 
の再生 
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５. 森林吸収源対策の目標値と今後の見通し 
 

 ➢ 2013-2020年：森林吸収源対策として、COP17等で国際的に合意されたルールに沿って、 
   森林吸収量の算入上限値3.5％分を最大限確保することを目指す 
 

 ➢ 新たな「将来の枠組み」の下でも、森林吸収源が十分に貢献できるよう、2013年以降速やか 
   に必要な対策に取り組む必要 
  

必要な森林整備や 
木材利用等の推進により 

 
平均３．５％確保 

を目指す 

毎年約20万haの 
追加的な間伐等 

を実施 

 
平均３．８％ 

確保可能な水準 

←第１約束期間→     （第２約束期間） 
（2013～2017又は2020） 

    将来の枠組み 
（2020年から発効予定） 

※ このほか、森林分野では、 
  木質バイオマスによる化石 
  燃料代替効果が見込める。 

我が国の森林が持つ吸収能力を十分に発揮 
させ、地球温暖化防止に貢献していく必要 

 
 

2013年以降速やかに森林の 
若返り等に取り組む必要  

基準年排出量比  
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６．今後の森林吸収源対策の具体的対応策 

① 健全な森林の育成や森林吸収量の算入対象となる森林の拡大（面的拡大） 
  

② 我が国の人工林資源の吸収能力の向上（質的向上） 
 

➢ 再造林による森林の若返り推進 
 

➢ 成長の優れた種苗の開発・導入など育林システムのイノベーション 
 

③ 木材利用による炭素貯蔵機能の発揮 

➢ 木材製品中の炭素蓄積量の変化を評価する新たなルール（HWP）の活用 
 

➢ 地域材の利用量増加や長期利用の促進など木材の利用拡大 
 

➢ 化石燃料の消費の増大を抑制する効果を有する木質バイオマスの利用拡大 
 

➢ 中国や韓国等への木製品等の輸出促進 
 

④ 「森林・林業の再生」に向けた取組の加速 
 

➢ 持続的な森林経営の確立 
 

➢ 川上から川下までを通じた効率的な生産基盤の整備 
 
 
 
 
 

⑤ 財源の安定的な確保 
        ➢ 2013年以降の森林吸収源対策の着実な推進とこれを支える林業の採算性の改善 
      に必要な財源の安定的な確保 

・ 現行の採算性が改善されないと、現状のような間伐実行の予算措置があっても必要な面積の間伐の 
  実行が困難になるおそれが大きく、採算性改善の取組、特に施業集約化の促進と路網整備の加速化に 
  よる条件整備が不可欠 
 ・ 排出削減に貢献するバイオマスを含めた木材利用の拡大には、森林整備の着実な実行が必要不可欠 

【留意すべき事項】 
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   我が国の人工林資源の 
 吸収能力の維持向上 

適切な森林整備の継続  

➢ 吸収量（成長量）の維持 

➢ 排出リスク（山地災害等）の抑制 

課題：高齢級化による吸収能力の低下 

更新  

➢ 森林の若返り 

課題：年数が掛かる 

成長の優れた種苗の活用 
 

 

➢ より高い吸収能力の確保 

課題：種苗の十分な確保 

幹材積（㎥/本） 

注）第２世代精英樹は九州育種場のデータを元に立木幹材積表から計算 
  （16年生以降は、現時点でデータ無し） 
※第２世代精英樹とは、成長や材質などの形質が良い精英樹同士を人工交配して育
成した第２世代の中から選抜される、成長等がより優れた精英樹のことをいう。 

【在来品種と第２世代精英樹※候補との比較（例）】 

0.0
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0.8

1 3 5 7 9 11 13 15 17 19 21 23 25 27 29

エリートツリー 

在来品種 

エリートツリー 

写真 

5年で7mに成長したスギ 
（第２世代精英樹の候補：関東） 

第２世代精英樹候補 

（吸収能力の活性化） 

原        

種 

植        

栽 

採
種 

採
穂 

2年～ 

1年～ 

4年～ 

5年～ 

林齢 

【苗木供給までに要する期間】 ※最短でも６年必要 
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地域材や木質バイオマスの利用拡大 HWPルールの活用 

   木材利用による炭素貯蔵機能の発揮 

第一約束期間のルール 

 この時点で排出を計上 
今回決定したルール 

この時点で排出を計上 

地域材や木質バイオマスの利用
拡大や木材の長期利用の促進を
図り、我が国のCO２ストックを増大
させる。 

木造公共建築物 
（栃木県 茂木中学校） 

95% 

90% 

ほとんど

未利用 

5% 

10% 

未利用間伐材等 … 

製材工場等残材 … 

建設発生木材 … 

利用 

未利用 

【木質バイオマス利用のポテンシャル】 

木材や木質バイオマスの安定
的かつ低コストでの供給に向
けて、川上から川下を通じた生
産基盤の整備に取り組む。 

HWPの算定ルール 

◎国内の森林から生産された木材を対象 

 （※輸出材は対象内、輸入材は対象外） 
◎エネルギー利用や埋立処分したものは即時排出 

◎木材製品毎の生産量や寿命から推計 

 （※各国の状況に応じた算定ルールを採用可） 

HWPの意義 

国産材をより多く、より長く利用していく
ことが、評価される。 

国内の
森林 

森林
から 

搬出 

伐採木材製品 

焼却
埋立 

処分 
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 ◎持続的な森林経営の確立 

 ◎国産材の安定供給体制の構築 
丈夫で簡易な路網の整備 

「森林・林業の再生」に向けた取組の加速 

効率的に森林吸収源対策を推進 

計画的な森林施業の実施 

森林施業の集約化 

による規模の拡大 

フォレスターなど必要な人材の育成 

大規模化等による効率的な 

加工・流通体制の整備 

木材・木質バイオマスの利用拡大 

川上～川下のマッチング・安定的取引 

○林業の採算性改善による
森林整備の着実な実行 
 

 

・施業集約化の徹底 
・路網整備の加速化 
         1.3万km/年 → 2.4万km/年 

○木材・木質バイオマスの効率的 
 かつ安定的な供給と利用拡大 

 国産材の供給利用量を、現行の1,800
万m³から3,900万m³へ大幅に拡大 
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  ○ 新規植林、再植林： 

 

 

 

 

 

 

     
 
○ 森林経営：持続可能な方法で森林の多様な機能 
              を十分に発揮するための一連の作業 
 
 

 

 

 

 

１９９０年 ２０１２年 

１９９０年 ２０１２年 

対象地域はごくわずか 

人為活動の確保が課題 

• 京都議定書で認められる森林は、１９９０年以降の人為活動が行われた森林で、「新規植
林」、「再植林」、「森林経営」によるもののみ。 

• 新たな森林造成の可能性が限られている我が国においては、森林吸収量の確保に向けて 

持続的な方法で「森林経営」を行う森林を増やす必要。 

京都議定書で森林吸収源と認められる森林 

「法令等に基づく伐採・
転用規制等の保護・保全
措置」が講じられている
森林 

間伐等の森林整
備を推進し、森林
経営対象森林の
割合を増やす。 

保安林指定を推
進するなど保護・
保全措置がとられ
ている天然生林を
増やす。 

＜対策の方向＞ ＜森林経営の考え方＞ 

「森林を適切な状態に保
つために1990年以降に
行われる森林施業（更新
（地拵え、地表かきおこし
、植栽等）、保育（下刈、
除伐等）、間伐、主伐）」
が行われている森林 

育成林 

天然生林 

1,140万ha 

（46％） 

1,360万ha 

（54%） 

計：2,500万ha（2010年時点） 

  ＜我が国の森林＞ 

我が国の森林経営の考え方とその対策の方向 

12 

（参考） 森林吸収源として算定可能な対象森林 




